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平成２１年度 庄原市当初予算の概要 
 

 

１ 地方財政計画        
 

 平成２１年度においては、景気後退等に伴い地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が

急激に落ち込む中で、社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推移すること等により、

財源不足が大幅に拡大するものと見込まれている。 

このため、安定的な財政運営に必要な地方交付税及び一般財源の総額を確保することを基本と

して、「基本方針２００６」等に沿って、国の歳出予算と歩を一つにして、定員の純減・給与構

造改革等による給与関係経費の抑制や地方単独事業の抑制を図ることとする一方、極めて厳しい

財政運営を強いられている地方の切実な声を踏まえた地方交付税の増額と地方六団体の要望を

踏まえた地方財政計画の歳入歳出の適切な積み上げに取組むこととし、「生活防衛のための緊急

対策」を踏まえ、雇用創出等のため地方交付税を１兆円増額するとともに、地方財政計画の歳出

を増額することとした。 

その結果、平成２１年度の地方財政の歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８２兆５，６０

０億円程度（前年度比１．０％程度減）、歳出のうち公債費及び不交付団体水準超経費を除く地

方一般歳出の規模は６６兆２，２００億円程度（同０．７％程度増）となる見込である。また、

一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金等）の総額は５９兆７８６億円（同１．３％の

減）となる見込であるが、一般財源から不交付団体水準超経費に相当する額を控除した額は５７

兆７，９８６億円程度（同０．６％程度の増）となる見込みである。 

歳 入 

１．地方税収入見込額については、税制改正後において前年度当初見込額に対し、４兆２，８４

３億円、１０．６％減の３６兆１，８６０億円（市町村税にあっては４．０％の減）が見込ま

れている。主要税目では、市町村民税のうち所得割０．３％の増、法人税割３６．９％の減、

固定資産税（交付金を除く。）０．２％の増が見込まれている。 

２．地方譲与税の収入見込額は、１兆４，６１８億円（前年度比７，５９１億円、１０８．０％

増）であり、その内訳は、地方揮発油譲与税（地方道路譲与税の名称を改正）１，７６４億円

（皆増）、地方道路譲与税（改正前に課税された地方道路税収による譲与額）１，０４８億円

（同１，９５０億円、６５．０％減）、石油ガス譲与税１３３億円（同７億円、５．０％減）、

航空燃料譲与税１５２億円（同１２億円、７．３％減）、自動車重量譲与税３，３００億円（同

３０１億円、８．４％減）、特別とん譲与税１２５億円（同１億円、０．８％増）及び地方法

人特別譲与税８，０９６億円（皆増）となっている。なお、自動車重量譲与税については、自

動車重量税において時限的な減免措置が講じられることになっており減収が見込まれている。

また、平成２１年度からの道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲与税の名称を地方揮

発油譲与税に改め、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税及び自動車重量譲与税の使途制限が廃

止されることになっている。 
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３．「生活防衛のための緊急対策」に基づき地方交付税を１兆円増額した上で、地方税や地方交

付税の原資となる国税５税の大幅な減少に対して国と地方が折半して補てんする措置を講じ

た結果、平成２１年度の地方交付税の総額は、前年度に比し４，１４１億円増の１５兆８，２

０２億円（前年度比２．７％増）、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は前年

度に比し２兆７，２９５億円増の２０兆９，６８８億円（前年度比１５．０％の増）となって

いる。 

基準財政需要額については、間伐や学校耐震化をはじめ、地域の知恵を活かした事業を推進

し、地域の雇用を創出すため必要な経費を算定する「地域雇用創出推進費」が臨時的に創設さ

れる。雇用情勢や経済・財政状況の厳しい地域に重点的に配分され、総額５，０００億円程度

の算定が予定されている。「地域雇用創出推進費」以外の地方財政計画の歳出の追加計上に応

じた基準財政需要額への対応については、地方交付税の算定に関する地方の意見を踏まえ、産

業振興関係経費、医師確保対策・救急医療等の充実など医療・少子化対策経費並びに環境対策

経費など安全・安心対策及び社会保障関係経費等の所要の経費を充実することにより対応する

こととしてされており、総額５，０００億円程度が算定される予定である。地方が自主的・主

体的に行う活性化施策に必要な経費を算定する「地方再生対策費」の交付税措置については、

前年度と同様の算定方法により、４，０００億円程度が算定されることになっている。また、

地方の創出に向けた取組みについての成果指標を交付税算定に反映する「頑張る地方応援プロ

グラム」の交付税措置についても、前年度と概ね同様の算定方法により、２，２００億円程度

が算定される予定である。なお、前年度に引き続き臨時財政対策債の発行に伴い、５兆１，４

８６億円を基準財政需要額から控除されることになっている。 

一方、基準財政収入額については、税源移譲によって財政力格差が拡大しないようにしつつ、

円滑な財政運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う影響分が当面１００％算入され

ることになっており、平成２１年度は、所得税から個人住民税への税源移譲相当額及び児童手

当特例交付金がその対象となるものである。また、平成２１年度から市町村分にあっては、特

例交付金（自動車関係諸税の減収に伴う地方特例交付金）について、新たにその７５％が算入

されることになっている。なお、一般的に、市町村分にあっては市町村民税法人税割の減が見

込まれるところである。 

特別交付税の総額は、前年度に比し２．７％の増となっているが、平成２０年度において災

害対策及び合併関連経費等年度によって激変する項目により多額の経費を計上要望している

団体にあっては、これらの事由による減少についても確実に見込むことが求められている。 

４．平成２１年度の地方債計画では、極めて厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対

処するための措置を講じるとともに、地域の活性化に積極的に取組むとともに、生活関連基盤

の整備を計画的に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとして策定されている。 

併せて、地方公共団体の資金ニーズへの適時・適切な対応が可能となるよう、地方公共団体

金融機構を創設し、一般会計事業についても貸付対象とされることになっている。 

平成２１年度の地方債総額は、１４兆１，８４４億円で、前年度に比し１兆７，０６８億円、

１３．７％の増となっている。このうち、普通会計分は１１兆８，３２９億円で、前年度に比
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べて２兆２，２７４億円、２３．２％の増となっており、公営企業会計等分は２兆３，５１５

億円で、前年度に比べ５，２０６億円、１８．１％の減となっている。 

   

歳 出 

１．一般行政経費（単独）については、既定の行政経費については自助努力による節減分を見込

みつつ縮減を図る一方、地域の元気回復に向けて地方が自主的・主体的に取組む地域活性化施

策、定住自立圏構想の推進、医療・少子化対策等に財源の重点配分を図ることとし、前年度に

比し約０．１％減の１３兆８，３００億円程度が計上される予定である。 

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保険の基盤安定制度（保

険料軽減分）３,２６７億円、都道府県調整交付金４，７９６億円、国保財政安定化支援事業

１，０００億円及び長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の保険基盤安定制度（保険料軽減分）

２，３７３億円を合算した１兆１，４３６億円が計上されることになっている。 

２．投資的経費については、国の公共事業関係費は前年度比５．０％増とされたところであるが、

地方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前年度に比し、 

約７．４％減の１兆３００億円程度、補助事業費については約７．８％減の４兆９，５００億

円程度となる見込みである。 

  地方単独事業費については、前年度比３．０％減の８兆８００億円程度が計上されることに

なっており、「地域活性化事業」等の活用を図り、基盤整備への重点化を図りつつ、生活関連

基盤の整備や地域経済の振興等に必要な事業の実施が求められている。 

３．公債費は、公的資金の元利償還金の減少等により、地方財政計画上前年度に比し２．４％程

度の減が見込まれたが、最近の金融情勢を踏まえ、公債費の償還期限の見直しを行った結果、

０．６％程度の減が見込まれている。なお、公債費が依然として高い水準にあること等にかん

がみ、公債費に係る地方交付税措置や減債基金における既発債の償還財源の積立状況等を考慮

し、実質的な後年度負担を把握しつつ年次償還計画を策定することなどにより、中長期的観点

に立った適切な財政運営の確保が求められている。 

４．公営企業会計繰出金については、「地方公営企業法」等に定める一般会計との間における経

費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営基盤の強化、住民

生活に密接に関連した社会資本の整備の推進、公立病院における医療の提供体制や医師確保対

策をはじめ、社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開等を図るための適正な運用が求

められている。 

 

＜参考＞ 地方財政計画の伸び率推移                                    

（％） 

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

▲1.9 ▲1.5 ▲1.8 ▲1.1 ▲0.7 ▲0.0 0.3 ▲1.0
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２ 本 市 の 財 政 環 境           
 
 平成１９年度の決算統計（普通会計）による本市の財政状況は、財政の弾力性を示す経常収支

比率が９７．５％、財政健全化判断比率である実質公債費比率についても２３．１％と、いずれ

も高い水準にある。 

 平成２０年度においても、「地方再生対策費」の創設により普通交付税が増加しているものの、

扶助費、補助費等の増加に加え、小・中学校をはじめとした公共施設の耐震診断結果に基づく補

強・改修対策、各種インフラ整備等が急務の課題となっていることから、財政調整基金等からの

繰入れ及び前年度からの繰越金をもって財源の確保を図っているのが現状であり、依然として財

政の硬直化は改善されていない状況にある。 

 しかしながら、世界の金融資本市場危機がもたらした現下の厳しい経済情勢や雇用情勢に対応

するため、政府の示した「生活対策」及び「生活防衛のための緊急対策」等に基づき、平成２０

年度から平成２１年度にかけて切れ目なく連続的に対策事業に取組む必要がある。国の補正予算

により経済対策として打ち出された事業については、本市にとっての効果や財源を精査し速やか

に対応しなければならない。 

 平成２１年度予算編成においては、歳入確保と内部事務経費の歳出削減に向けた取組みを継続

することを基本としたが、平成２０年度補正予算に計上した市民生活支援、中小企業支援、雇用

促進策に加え、成長力のある新産業の創出、立地を促進し、また、「庄原市長期総合計画・実施

計画」に基づく各種事業を計画的に実行することに重点を置き、市民生活の安心・安定化に向け

た取り組みを中長期的な観点に立って継続的に実施していくこととしている。 

 また、平成２１年度は、合併後５年目となり地方交付税等における合併特例期間の中間点を迎

える中で、引き続き「庄原市長期総合計画」を施策の基本とし、「財政計画」「公債費負担適正

化計画」との整合性も図りながら、持続可能な財政構造の構築と行財政の健全化に向けた取組み

を実施することとしている。 

 

３ 本 市 の 予 算 規 模           
 

 平成２１年度の一般会計の予算規模は、３０９億４，８１０万円で、前年度比５億１，４６０

万円、１．６％の減額である。 

 特別会計においては、１４会計の総額で１３０億８，１３３万円となり、前年度比で９億１，

６５０万円、６．５％の減額となった。 

 また、水道事業会計と病院事業会計を加えた公営企業会計は、３３億２，７２１万円で、前年

度比３億４７３万円、８．４％の減額である。 

この結果、一般会計、特別会計及び公営企業に比和財産区特別会計の３４２万円を合わせた市

全体の予算規模は、４７３億６，００６万円で、前年度比で１７億３，４５８万円、３．５％の

減額となった。 

 



 5

４ 一 般 会 計 の 概 要           
 

【歳 入】 
① 自主財源の根幹となる市税収入見込みは、４０億５９６万円である。主な内訳は、個人、法

人を合わせた市民税が、前年度比１．７％減の１６億５，０６４万円、固定資産税が、１．３％

増の２０億１，７５５万円、市たばこ税が０．３％増の２億４５６万円となっている。景気後

退を反映して法人市民税が４，２３９万円（１４．３％）の減額となるものの、固定資産の評

価替えに伴う負担調整等により固定資産税が２，５１３万円の増額となるため、市税全体では、

対前年度０．１％の微減に留まるものと見込んでいる。 

  なお、個人住民税については、平成２１年１０月から公的年金からの特別徴収を実施するた

め、公的年金受給者等に対して制度の周知徹底を図ると同時に、実施に向けた諸準備を進める。 

 

② 地方譲与税は、前年度比６．４％減の４億８，０１３万円を見込んでいる。その内訳は、自

動車重量譲与税（前年度比２，６６２万円、７．０％減）の３億５，３５９万円、地方道路譲

与税（前年度比８，５７５万円６４．５％減）の４，７２０万円、地方揮発油譲与税（地方道

路譲与税の名称を変更）の７，９３４万円（皆増）となっている。 

  自動車重量税については、平成２１年度から平成２３年度まで時限的な減免措置（ハイブリ

ッド車・電気自動車等については免除、その他の環境性能の優れた自動車の税率は７５％又は

５０％の減額。）が講じられるため減収となる見込みである。また、平成２１年度からの道路

特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲与税の名称が地方揮発油譲与税に改められることに

より、移行期間となる平成２１年度においては、改正前に課税された地方道路税収による地方

道路譲与額と地方揮発油譲与税のそれぞれの収入を見込んでいる。 

 

③ 利子割交付金、配当割交付及び株式等譲渡所得割交付金については、金融危機に端を発する

世界的な景気低迷により減収になる見込みである。利子割交付金については、前年度比２．９％

減の１，８２５万円を見込んでいるが、配当割交付金は、前年度比７０．７％減の５４１万円、

株式等譲渡所得割交付金は、前年度比８１．４％減の１８８万円と、それぞれ大幅な減額を見

込んでいる。一方、地方消費税交付金については、前年度比４．１％増の４億１，９００万円

を見込んでいる。これは、世界的な景気後退が続く中、内需、外需ともに当面厳しい状況が続

くが、「安心実現のための緊急総合対策」「生活対策」及び「生活防衛のための緊急対策」に

よる効果が見込まれるとともに、新年度後半には民間需要の持ち直しなどから低迷を脱してい

くことが期待されるためである。 

 

④ 自動車取得税交付金は、前年度比３７．２％減の１億７，９７５万円を見込んでいる。自動

車重量税と同様、平成２１年度から平成２３年度までの時限的措置として、環境への負荷の少

ない自動車（新車に限る。）に係る自動車取得税の税率軽減措置が講じられることにより、大

幅な減額となる見込みである。 
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⑤ 地方特例交付金は、平成２１年度税制改正における自動車取得税の減税に伴う自動車取得税

交付金の減収の一部を補てんするための５，１１１万円が新たに算入されることから、前年度

比２４８．０％の８，２７１万円を計上している。 

   

⑥ 地方財政計画における地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、１５兆８，２０２億

円であり、前年度比４，１４１億円、２．７％の増となっている。なお、臨時財政対策債を含

めた実質的な地方交付税の総額は前年度に比べ２兆７，２９５億円、１５．０％増の２０兆９，

６８８億円となっている。 

  生活防衛のための緊急対策に基づく地方交付税が、既定の加算とは別枠で１兆円増額される

ことによるもので、内訳としては、雇用情勢や経済・財政状況の厳しい地域に重点的に配分さ

れる地域雇用創出推進費（臨時費目）が５，０００億円、地方交付税の算定に関する地方の意

見を踏まえ、産業振興関係経費、医師確保対策、救急医療等の充実など医療・少子化対策経費

並びに環境対策経費など安全・安心対策及び社会保障関係経費等を充実するための所要の経費

が５，０００億円となっている。また、平成１９年度創設された「頑張る地方応援プログラム」

に２，２００億円、平成２０年度創設された「地方再生対策費」に４，０００億円それぞれ前

年度と概ね同じ算定方法により基準財政需要額に算定される予定である。 

  その結果、本市の普通交付税は、前年度比２億１５６万円、１．５％増の１３２億８８４万

円を見込んでいる。一方、特別交付税については、災害対策および合併に伴う包括的財政措置

よって激変することから、前年度比７．２％減の１４億３７２万円を見込んでいる。 

 

<参 考> 実質的な地方交付税の推移 

年  度 普通交付税 特別交付税 
臨時財政 

対策債 

合  計 

(実質的な地方交付税)

平成18年度 121億8,101万円 16億6,014万円 8億7,810万円 147億1,925万円

平成19年度 128億1,215万円 15億3,214万円 7億9,671万円 151億4,100万円

平成20年度 131億4,124万円 14億円程度 7億4,625万円 152億8,749万円程度

平成21年度 132億884万円 14億372万円 11億5,892万円 157億7,148万円

（注）平成18年度、平成19年度は決算額、平成20年度は決算見込額、平成21年度は予算額である。 

 

⑦ 分担金及び負担金は、前年度比４，８９６万円、１３．９％増の４億７８万円を見込んでい

る。増額となる要因は、携帯電話等エリア整備事業負担金を４，４０９万円新規計上したこと

によるものである。その他の主な内訳は、保育所運営費保護者負担金が２億６，０６１万円、

農業費に係る県営事業受益者分担金が１，６２０万円、放課後児童クラブ利用者負担金が７７

３万円などとなっている。 

 

⑧ 使用料及び手数料は、前年度比２．４％減の２億９，３０７万円を見込んでいる。主な内訳

は、一般廃棄物処理手数料が７，２７０万円、公営住宅使用料が５，６８２万円、特定公共賃



 7

貸住宅使用料が４，４１３万円、定住促進住宅使用料が２，１００万円、戸籍証明手数料が１，

７５３万円、次いで斎場使用料が１，３１１万円などとなっている。 

 

⑨ 国庫支出金は、前年度比２．５％増の２７億２，３１６万円を見込んでいる。国庫負担金は

７億８，７０３万円で、その主な内訳は、生活保護費負担金が２億８，４９９万円、次いで自

立支援給付事業負担金が２億４，８９６万円となっている。国庫補助金は１９億１，８１６万

円で、民間企業が市営工業団地に整備中である木質バイオマス利活用プラントの建設費及び庄

原産ペレット製造施設整備事業に対する地域バイオマス利活用整備交付金が合計で１１億４，

９２７万円、地方道路整備臨時交付金（道路特定財源の一般財源化により廃止。代替措置とし

て「地域活力基盤創造交付金（仮称）」が創設される予定。）が２億７，１７０万円、地上デ

ジタル放送の受信施設整備に対する辺地共聴施設整備事業補助金が１億７，５８２万円、比和

小学校屋内運動場改築を始め、小中学校の耐震補強工事に対する公立文教施設整備費補助金が

小中学校合わせて１億１，７４６万円などとなっている。 

 

⑩ 県支出金は、前年度比４．７％増の２２億８，０１６万円を見込んでいる。県負担金が４億

８，１６０万円、県補助金が１６億９４９万円、県委託金が１億８，９０７万円となっている。

県負担金の主な内訳は、後期高齢者医療保険基盤安定負担金が１億２，４９５万円、自立支援

給付費負担金が１億２，４４８万円などであり、県補助金では、中山間地域等直接支払交付金

が４億４，００７万円、携帯電話エリア整備事業に対する広島県情報通信格差是正事業補助金

が３億１，７４８万円、広島の森づくり事業補助金が１億１，７２５万円、基盤整備促進事業

補助金が１億５３１万円などとなっている。県委託金は、衆議院議員選挙及び広島県知事選挙

に対する委託金が８，３２０万円、個人県民税徴収取扱委託金が６，１２５万円などとなって

いる。 

 

⑪ 財産収入は、前年度比２１．０％減の５，７１４万円を見込んでいるが、減額の要因は、各

種基金運用利子収入の減及び不動産、物品等の財産売払収入の減によるものである。主な内訳

としては、各種基金運用等に係る利子及び配当金が２，６１１万円、土地建物貸付収入が１，

９２８万円、財産売払収入が１，０３０万円などとなっている。 

  また、寄附金においては、庄原市ふるさと応援寄附金１，０００万円を見込んでいる。 

 

⑫ 繰入金については、総額５億４７２万円の基金繰入れを計上している。財政調整基金からの

繰入れは行わない方針で予算編成に努めたところであるが、新たな行政需要の増加等によって

同基金からの繰入れを２億円計上している。その他、自治振興事業に充当するため、地域振興

基金からの繰入れを１億８，０００万円、本庁舎周辺整備事業に充当するため、庁舎建設基金

からの繰入を１億２，１５０万円それぞれ計上している。 
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<参 考> 財政調整基金等取崩しの推移               （当初予算比較） 

年  度 財政調整基金 減 債 基 金      土地開発基金
その他 

特定目的基金 
合  計 

平成18年度 6億6,000万円 0万円 0万円 6億9,140万円 13億5,140万円

平成19年度 2億7,000万円 0万円 0万円 3億3,838万円 6億838万円

平成20年度 3億5,000万円 8,581万円 0万円 6億5,456万円 10億9,037万円

平成21年度 2億円 0万円 0万円 3億372万円 5億372万円

 

⑬ 市債については、財源不足への対処並びに長期総合計画の実施計画における全域事業や地域

事業等に係る財源として、総額４２億１９２万円を計上している。臨時財政対策債が対前年度

比５５．２％増の１１億５，８９２万円で最も多く、次いで過疎対策事業債が１０億９，６５

０万円、合併特例事業債の７億４，０６０万円等をそれぞれ見込んでいる。また、平成２１年

度においては、旧資金運用部資金（利率５％～６％）及び旧簡易生命保険資金（利率５％～７％）

に係る公的資金の補償金免除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減するため、

３億９，１７０万円の補償金免除繰上償還借換債を計上している。 

 

 【歳 出】 
① 議会費は、前年度比１０．７％減の総額２億１，７０９万円を計上している。 

  「庄原市議会議員の選挙区の設定及び各選挙区において選挙すべき議員の定数条例」（平成

１７年条例第４号）の規定に基づく現在３３名の議員定数が、「庄原市議会議員定数条例」（平

成１９年条例第３５号）の規定により２５名となることにより、議会費は大きく減額となる見

込みである。 

  なお、会議録の迅速かつ正確な作成を図るため、会議録作成支援システム導入経費として新

たに２６０万円を計上している。 

 

② 総務費の企画費においては、国の地域バイオマス利活用整備交付金を活用し、民間企業が平

成２０年度から着手している木質バイオマス利活用プラントへの建設費補助を行うとともに、

新たに庄原工業団地内に、豊富な森林資源、地域資源を利用して庄原産ペレットを製造する施

設を整備するため、所要の額を計上している。また、単独事業としてペレットストーブ、ペレ

ットボイラーの購入補助金や木質バイオマスエネルギー事業化推進会議負担金を計上してお

り、バイオマス産業団地構想に基づく森林バイオマス資源の循環利用事業化の施策展開を図る

こととしている。更に、旧市町の７地域の個性や特性を発揮・連携しながら発展するクラスタ

ー型のまちづくり実現に向けた事業予算を計上している。 

財産管理費では、庁舎の老朽化が進み、また、狭あい化、事務室の分散化などにより市民の

利便性に支障をきたしていた旧庁舎に代わり、平成１８年度以降、合併に伴う最重要事業のひ

とつとして新庁舎建設事業に取組んできたところであるが、この２月には庁舎建物の主体工事

が完成いたします。平成２１年度では、新庁舎周辺の外溝工事、市道付替・駐車場整備事業等
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に伴う経費として２億８，６３３万円を計上している。この結果、平成１８年度から平成２１

年度までの新庁舎建設事業に係る総事業費は、３７億３，９０３万円となる見込みである。 

自治振興費では、自治振興区活動の支援と活動活性化のため自治振興区振興交付金、活動促

進補助金、地域リーダー育成事業及び庄原地域８自治振興センターの指定管理委託料に係る経

費等を継続計上するとともに、自治振興区の活動をサポートする相談窓口を設置し、自治振興

区の連携強化、地域資源の活用を図るための、新たな「公」ミュニティづくり事業に取組むた

め、庄原市自治振興区連合協議会負担金を計上している。また、「庄原市まちづくり基本条例

（仮称）」策定のため、所要の経費を計上している。「とうじょう自治総合センター」整備事

業においては、建設へ向けた地質調査等を行う予定である。 

情報推進費では、財務会計システムなど電算システムの運用支援経費や「ｅ－しょうばらネ

ット」の運用経費を計上している。また、衛星ブロードバンド環境整備事業及び地上デジタル

放送に対応するテレビ難視聴解消事業への補助金を計上するとともに、新規事業として、携帯

電話等のエリア拡大に向け、庄原濁川地区、庄原川北地区、東城保田地区、比和古頃地区及び

総領黒目地区の以上５地区８箇所に基地局施設整備を行うこととしている。 

国際交流経費では、大地震により１年延期となった中国綿陽市からの友好訪問団の招聘を予

定している。 

市民生活費については、消費生活相談員を継続配置することとしているが、消費者行政をと

りまく環境の複雑・高度化に対応するため、相談窓口の抜本的な強化策として、相談員を現在

の１名から２名へと増員し、週４日の相談日を設け、相談窓口体制の充実を図ることとしてい

る。 

生活交通対策経費については、生活交通路線維持に要する経費、地域生活バス等の運行経費、

交通系ＩＣカード導入補助金など所要の経費を計上している。平成２０年度「庄原市生活交通

ネットワーク再編計画」を策定したところであるが、今後は、同計画に基づく公共性、効率性

の観点から、年次ごとに実績に応じた実施計画を作成し、生活交通体系の再構築を図ることと

している。 

賦課徴収費においては、これまで同様、市税の滞納整理強化に努めるとともに、住民の納税

等に関する利便性の向上を図り、納税手段の拡大を図ることによる収納率の向上に資すること

を目的として、平成２１年度からコンビニ収納の運用を開始するため、所要の経費を計上して

いる。また、平成２１年１０月から開始される年金からの住民税特別徴収に向けた審査システ

ムの構築、更に、地方税電子申告へ対応する審査システムの構築を図るための経費等を計上し

ている。 

その他、平成２１年度においては、市長選挙、市議会議員選挙、衆議院議員選挙、県知事選

挙及び土地改良区総代選挙が予定されており、各選挙に係る所要の経費を計上している。 

総務費全体では、庁舎建設事業費の減により前年度比２０．０％減の６０億７，１２８万円

となっている。 
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③ 民生費の社会福祉総務費では、地域福祉計画の推進、民生委員児童委員運営事業、社会福祉

協議会支援事業、また、健康増進施設である「リフレッシュハウス東城」「高野温泉神之瀬の

湯」「比和あけぼの荘」の管理運営事業、国民健康保険特別会計繰出金等に係る経費を計上し

ている。 

老人福祉費では、「高齢者福祉計画・介護保険事業計画」（平成２１年度～平成２３年度）

の施策を推進するため、ひとり暮らし高齢者等巡回相談事業、緊急通報装置給付事業等による

高齢者等の生活支援、在宅介護高齢者世帯に対する家族介護支援、また、シルバー人材センタ

ー運営支援、老人クラブ活動助成など高齢者の活動推進のための経費等を計上している。 

障害者福祉費では、平成１８年度施行された障害者自立支援法に、市独自の支援制度を交え、

障害者に対する福祉サービスの円滑な提供、相談支援の強化、地域生活への移行推進等を通じ、

障害者の自立と誰もが安心して暮らすことのできる地域社会の実現に向けた諸施策に要する

経費を計上している。自立支援事業では、障害福祉サービス費のほか、障害者福祉事業所送迎

助成金を計上しており、これまで助成対象外であった福祉事業所についても、平成２１年度よ

り新たに市独自の制度を設け、送迎経費の一部を助成することとしている。地域生活支援事業

においては、相談支援体制の維持・強化を図るため、引き続き障害者相談支援員を配置すると

ともに、専門アドバイザーの新設を予定している。また、新年度から、福祉タクシー券交付対

象者に身体障害者手帳４級所持者を加え、福祉タクシー事業の拡充を図ることとしている。更

に、就労支援策として、障害者福祉事業所への通所に係る交通費助成の対象手段を、公共交通

機関のみから自家用車・バイクを含む内容に拡充し、障害者の自立促進、経済的負担の軽減を

図ることとしている。 

福祉医療対策については、引き続き、「重度心身障害者医療費助成」、「乳幼児等医療費助

成」及び「ひとり親家庭等医療費助成」の事業に取組む。なお、乳幼児等医療費助成事業にお

いては、これまで０歳児から小学校３年生までの者を対象としていたが、平成２１年度より小

学校６年生まで助成対象者の拡大を図ることとしている。 

人権推進費及び男女共同参画推進費では、人権啓発に積極的に取組むとともに、男女が互い

の人権を尊重しながら、その能力と個性を十分に発揮できる男女共同参画社会の形成に向け、

市民の理解と意識改革を図るための啓発事業の推進を図ることとしている。 

児童福祉費では、保育サービスの充実、子育てネットワークづくりの推進、放課後児童の健

全育成及びファミリー・サポートを柱とした事業の推進を図ることとしている。 

保育所の整備においては、計画的に、施設修繕、備品整備及び環境整備を図ることとしてお

り、併せて、平成２１年度からの２ヵ年事業として予定されている私立小奴可保育所移転改築

事業への整備補助を行う。子育てネットワークづくりにおいては、市内１２ヶ所で育児相談や

子育て家族のつどいの場の提供、子育てサークルの支援など、安心して子育てのできる環境整

備を行う。放課後留守家庭児童に対しては、放課後児童クラブを平成２１年度より、永末、峰

田、粟田、八幡及び小奴可の５クラブを新設し、庄原第２クラブを増設することにより、合計

１６クラブを運営し、教育委員会との連携を図りながら、児童の居場所づくりと保護者が安心

して就労できる環境づくりを推進する。更に、ファミリー・サポート事業においては、平成２
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１年度から新たに病後児保育を実施し、ゆとりをもって子育てをするための相互援助活動を推

進することとしている。 

また、引き続き、出産等に係る経済的負担軽減のため、出産祝い金を交付することとしてい

るが、平成２１年度より、第１子に対する祝い金を、これまでの１０万円から２０万円に増額

交付するため、所要の額を計上している。（第２子２０万、第３子以降３５万円） 

なお、本年度新たに、次代の社会を担うすべての子どもが健やかに生まれ、尊重され、心豊

かにたくましく育つ環境の整備を図るための総合的な「次世代育成支援行動計画（後期計画）」

を策定することとしている。 

民生費全体では、６０億３，１６２万円で前年度比３．０％の増となっている。 

 

④ 衛生費の保健衛生総務費では、救急医療対策として休日・夜間の診療体制の確保、庄原赤十

字病院増改築資金の助成、各地域にある診療所の管理運営経費の計上に加え、新たに、緊急医

療対策として庄原赤十字病院及び診療所の医療機器整備に対し補助を行うこととしている。ま

た、昨年度に引き続き、庄原赤十字病院が実施する週３回の婦人科外来の診療体制維持や診療

所医師の研修経費等に対する補助を行うための所要額を計上している。 

生活習慣病対策費では、健康教育事業、健康相談事業、健康診査事業、訪問指導事業、健康

づくり事業に係る所要額を計上している。健康づくり事業では、平成２０年度に策定した「庄

原市食育推進計画」に基づく事業展開を計画している。 

母子保健費では、「乳幼児健康診査事業」「妊婦一般健診事業」などを実施し、母性と乳児

の健康の保持及び増進を図ることとしている。このうち妊婦一般健康診査受診券交付事業につ

いては、平成２１年度より１回あたりの補助額を増額するとともに、受診券４回分を増加し、

合計１４回の交付とし、妊婦が安心して出産できる体制づくりの充実と健診勧奨に努める。ま

た、新たに新生児の聴覚検査費用を全額公費負担としている。 

予防費では、インフルエンザ等予防接種事業の実施と、昨年度に引き続き、麻しん・風しん

排除計画に基づく中学１年生と高校３年生に相当する年齢対象者の定期予防接種を実施し、市

民の感染症予防に努める。 

清掃費では、「リサイクルプラザ」「東城ＲＤＦ化施設」をはじめ、ごみ・し尿の処理を行

う６つの一般廃棄物処理施設の管理運営経費を計上している。また、生活衛生や公害防止に関

する新たな権限委譲に伴う事務経費及び平成２１年度末で解散予定である甲双衛生組合閉鎖

（建物解体）事業に係る負担金を計上している。 

飲料水確保事業としては、前年度より２０基多い７０基分の整備補助金を計上している。 

病院費では、西城市民病院の運営支援費１億８,３３９万円を計上している。 

衛生費全体では１９億０，３４３万円で前年度比１．１％の増となっている。 

 

⑤ 農林水産業費の農業費では、庄原市農業自立振興プロジェクト事業に基づく、「営農指導員

設置事業（拡大）」「かんたん就農塾事業」「食農教育モデル事業」「繁殖用和牛共同飼育推

進事業」及び「がんばる農業支援事業」などの継続実施に加え、農業の担い手の確保及び後継
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者育成を目的とした、「農業後継者育成事業奨励金（仮称）」を創設し、また、畜産振興への

新たな取組みとして、「家畜粗飼料生産利用促進事業補助金」の創設、さらに、「家畜飼養施

設増改築等支援事業補助金（仮称）」など新たに４事業に係る補助金を計上している。これら

の事業実施により小規模農家等の育成、農家所得の向上、地域農業の底上げ、耕畜連携による

地域資源循環型農業の促進を図ることとしている。また、同プロジェクトに基づく各種事業の

実施・展開・充実を図るため、引き続き㈱庄原市農林振興公社へ「農作物販売実践業務」や「農

作業受託実践業務」などの委託経費を計上している。そのほかの主な新規事業としては、中国

横断自動車道尾道松江線の開通に向け口和特産品販売加工施設の拡充整備に取組む。その他主

要事業として、中山間地域等直接支払事業について３２２協定、５億８，６７６万円の交付金、

農業生産法人の育成・支援事業として６，９１７万円を計上したほか、地籍調査事業（東城・

総領）に計画的に取組むこととしている。 

林業費では、３年目となる「ひろしまの森づくり事業」１億５，１９２万円、有害鳥獣駆除

対策経費等を計上しているほか、新規事業として「地域木材住宅建築普及奨励金」を創設して、

市木材の利用促進及び林業経営の振興を図ることとしている。この他、林道整備事業経費（３

路線）、小規模崩壊地復旧事業（５地区）等を計上している。 

また、耕地費では、県営土地改良事業（溜池５箇所、農道４路線、ほ場整備２地区）の負担

金、小規模農業基盤整備事業経費（水路２箇所、溜池２箇所、土地改良区補助金）、ほ場整備

事業経費（高野深石地区）、基盤整備促進事業経費（農道２路線）等を計上している。 

農業集落排水費では、引き続き、高野湯川地区の整備を計画しており農業集落排水事業特別

会計繰出金２億３，７５５万円を計上している。 

農林水産業費全体では、２４億２，８５７万円で前年度比３．２％の増となっている。 

 

⑥ 商工費の商工振興費では、中小企業の経営支援として「緊急経済・生活支援対策」で平成２

０年度１月補正に計上した「中小企業融資利子補給補助金交付事業」を本年度も継続実施する

よう所要の補助経費を計上している。また、中心市街地の賑わいと活力の再生として、店舗の

家賃補助や賑わい創出につながるイベント実施費用等を助成する「まちなか活性化補助金」の

対象を拡充し、店舗の改修についても助成対象にすることとした。さらに、城下町の風情を残

す東城地域の市街地で展開中の「東城まちなみ整備事業」は、今年度いよいよ、にぎわいを創

出する拠点施設の建築及び運営組織の立ち上げを行う。商工業の振興としては、これまでの商

工会議所及び商工会運営費・事業費への助成に加え、庄原商工会議所の「どんぐり豚開発ブラ

ンド化プロジェクト事業」及び東城町商工会の「スキルアップ就業確保対策事業」、「異業種

参入支援事業」に対する助成経費を新たに計上している。さらに、中小企業者への企業活動の

支援については、育成振興を図るための中小企業融資預託金、中小企業融資信用保証料助成事

業等を進めることとしている。 

観光交流費では、「感動！観光振興プロジェクト」事業に基づき、次の各事業の展開を進め

る。まず、観光による地域再生プログラム構築に向け、「子ども農村体験交流事業」「バスツ

アー１００プロジェクト」「広域観光事業」「庄原名物づくり支援事業」等を実施するための
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予算を庄原市観光キャンペーン実行委員会負担金へ計上した。また、『2010庄原さとやま体験

博（仮称）』開催に向け、実施計画づくりに取組む予定である。さらに、クロカンパーク、鮎

の里公園、かさべるで、リストアステーション、なかつくに公園などの施設維持管理経費と各

地域で実施する観光イベントの支援経費を計上し、庄原市内の観光資源の連携強化を図る。 

定住促進費では、Ｕ・Ｉターンの促進を図るため「待っとるよ！庄原定住プロジェクト」事

業に基づき、引き続き、起業支援事業補助金、空家活用改修費補助金の計上及び定住推進員に

よる相談業務、庄原市出身者と庄原市を結ぶ、ふるさと応援団（エール庄原負担金）事業の経

費を計上している。 

企業立地対策費では、市営工業団地への積極的な企業誘致活動を行うため、企業戸別訪問旅

費やＰＲ用パンフレットの作成経費等を計上している。また、前年度に創設した企業誘致成功

報酬制度の継続により、分譲用地の早期完売と雇用の拡大を目指す。 

商工費全体では、前年度比１５．５％増の５億９，６３９万円を計上している。 

 

⑦ 土木費の道路橋梁費では、総合計画の実施計画に基づき、計画的な事業推進を図ることとし

ている。道路新設改良事業では、３２路線（うち新規１３路線）の新設改良事業費や市道舗装

経費を計上している。地方道路整備臨時交付金事業（国の制度廃止により事業名変更予定）に

ついては、９路線（うち新規１路線）の新設改良経費を計上し、道整備交付金事業については、

継続路線として市幹線（庄原）、桑垣内線（口和）の新設改良経費を計上している。また、中

国横断自動車道尾道松江線の開通に向け観光交流ターミナル整備事業（道の駅）として用地測

量・実施設計に着手する。道路橋梁費全体では、１９億２，８９６万円となっている。 

都市計画費においては、まちづくり交付金事業として、「東新町宮の下線」、「紅梅通り・

まちなか広場」及び「市街地案内板（サイン）設置」の整備へ継続して取組むとともに、平成

２１年度から新たに「新道裏線」の事業に着手することとしている。街路事業費においては、

継続路線として「高小路線」の改良負担金及び「西城大戸線２期」改良経費、新規に「町屋小

路線」、「駅前線支線」２路線の改良経費を計上している。この他、公共下水道事業に対する

特別会計への繰出金４億３，６５５万円を計上し、都市計画費全体では、８億４，６５９万円

となっている。 

住宅費では、計画最終年度となる「口和中央ハイツ」の整備、市営住宅火災警報器設置事業

として庄原地区４団地７４戸、東城地区１３団地１３７戸の整備、公共下水道への接続事業と

して庄原地区１団地１０戸の整備をそれぞれ予定している。 

土木費全体では、３１億１，８６６万円で前年度比１０．５％の増となっている。 

 

⑧ 消防費では、常備消防費において、備北地区消防組合のはしご車及び高規格救急車の更新並

びに東城消防署仮眠室改修に係る負担金を上積み計上している。非常備消防費・消防施設費に

おいては、消防後援会活動補助金、広島県ポンプ操法大会への参加経費等を計上したほか、小

型ポンプ付積載車の更新、防火水槽整備工事など消防施設の充実・整備を図ることとしている。 

防災費では、広島県総合行政通信網維持管理費など所要の防災対策経費に加え、大雨により
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河川（西城川・成羽川・戸郷川）が氾濫した場合を想定し、迅速に避難することができるよう、

ハザードマップの作成費用を計上している。 

消防費全体では１２億５，２００万円で前年度比６．６％の増となっている。 

 

⑨ 教育費では、教育振興費で、発達障害の児童生徒を対象とした「特別支援教育に係る支援員」

を配置し、児童生徒の学習状況や生活状況に即した指導の充実を図っていくこととしている。

更に児童・生徒用パソコン、教育機器及び校内ＬＡＮを整備し、授業で効果的に活用する環境

を整備することとしている。また、学校教育法及び同施行規則の改正により、小中学校におけ

る教育活動やその他学校運営の状況について評価を行うこととなり、本年度から学校関係者評

価委員設置等に係る経費を計上している。 

  学校管理費においては、学校環境の整備として、「ひろしまの森づくり事業」を活用し、市

内から産出される間伐材を利用し、児童・生徒用机・椅子約1,000台の天板等を改修するため、

所要の経費を計上している。さらに、児童・生徒が不慮の事故などで心停止した場合に備え、

ＡＥＤを市内全小中学校の未配備校へ配備することとした。また、本年度より東城中への再配

置に伴い小奴可中が休校となるため、遠距離通学生徒交通費補助金を増額する等の再配置に必

要な経費を計上している。 

次に、学校施設整備費においては、安心・安全な学校づくりの推進として、危険建物の大規

模改造（比和小屋体）、耐震補強（美古登小屋体、八幡小屋体、粟田小屋体・比和中特別教室

棟・総領中校舎）、アスベスト除去（八幡小校舎・西城中特別教室棟）を実施するための経費

を計上している。 

社会教育費では、生涯学習の推進について、庄原地域の８自治振興センターにおいては、生

涯学習委託事業を継続実施し、公民館においては自主運営事業として生涯学習の推進を図るこ

ととしている。その他、休校の上谷小学校の施設を生涯学習施設「上谷コミュニティセンター」

として活用するための経費を計上している。芸術文化の振興については、芸術・文化事業への

多様化する市民ニーズに対応するため、庄原市民会館の管理運営を指定管理者制度に移行する。

また、自然科学博物館関係については、比和支所２階を活用し、比和自然科学博物館地学分館

としてクジラの化石の展示をメインとした化石・鉱物・岩石の地学部門の独立した常設展示館

整備に向け、基本計画策定や整備検討委員会に係る経費を計上している。その他、文化財保護

関係では、ほ場整備事業に伴う埋蔵文化財の発掘調査を実施するとともに、国・県指定文化財

保存整備事業として、史跡等の説明看板の整備等に取り組む。人権教育の推進については、市

民の人権意識の高揚と人権教育の推進を図るため、各地域に人権教育推進委員を委嘱し、公民

館・自治振興センターを中心に学習会や講演会等を開催することとしている。 

次に保健体育費では、生涯スポーツの振興について、市民スポーツ活動の普及とスポーツ人

口の拡大を図るため、スポーツ少年団等の団体育成やスポーツフェスティバル等の各種大会の

開催支援に加え、前年度より実施している、競技スポーツの専門的な指導者を迎え、基礎体力・

競技力の向上を図る「レベルアップスポーツ教室」の開催経費を計上している。また、社会体

育施設の環境整備については、庄原市運動広場の屋外トイレ整備、口和総合運動公園管理棟エ
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アコン設置等を予定している。 

  教育費全体では、前年度比７．７％増の２１億１，３２２万円となった。 

 

⑩ 災害復旧費は、幸いに前年度において大きな災害もなく、前年度当初同等額を計上している。 

 

⑪ 公債費は、前年度より１億４，５９９万円（２．１％）増の７０億２，７６７万円を計上し

ている。元金償還額は６０億９，３９３万円であるが、その内補償金免除の繰上償還を３億９，

１９９万円予定しており、平成２１年度末現在高見込額は５００億１７１万円となり、平成２

０年度末より１８億９，２０１万円（３．６％）減の見込みとなっている。 

 

５ 特 別 会 計 の 概 要           
 

１ 住宅資金特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ２６，３６３ ２１，９０７ ４，４５６ ２０．３

２）予算概要 

住宅資金貸付に係る地方債の元利償還金と貸付金の徴収経費を計上している。補償金免除繰

上償還元金を１，４７４万円計上しており、その償還財源として借換債１，４６０万円を計上

している。なお、平成２１年度末の地方債残高は４，４９１万円の見込みである。 

 歳入については、貸付金元利収入を１，０１１万円計上している。 

 

２ 歯科診療所特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ３１，８２６ ２４，０８２ ７，７４４ ３２．２

２）予算概要 

総領歯科診療所の運営に係る経費を計上している。昨年７月から診療日を増やしたことから、

予算規模は大きく膨らんでいる。 

歳出では、診療報酬委託料、光熱水費、備品購入費及び地方債元利償還金等を計上している。 

歳入においては、診療日の増により、外来収入を前年度比７９９万円増の２，８２３万円を

計上している。 
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３ 国民健康保険特別会計 

 

１） 予算規模                           （単位：千円，％） 
区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ４，３８８，８０９ ４，５９３，３９８ ▲２０４，５８９ ▲４．５

２）予算概要 

平成２０年度は新旧制度の過渡期で変則的な予算編成であったが、平成２１年度はこれが満

年度化したものとなった。満年度化に伴い後期高齢者支援金が３，５４３万円増加する一方、

従来の老人保健医療費拠出金が１億１，１０１万円減額となっている。また、退職者医療制度

が廃止されたことにより、退職被保険者に係る給付は経過措置分のみとなり、退職被保険者療

養給付費が大幅な減額となった。前期高齢者の負担割合の変更の影響もあり、一般被保険者療

養給付費は減少している。介護納付金は対象被保険者の減少に伴い８５１万円減少している。 

歳入においては、前期高齢者医療費の財政調整制度である前期高齢者交付金は２年目となり、

実績数値などを勘案した結果１億６，４４３万円の減額となったが、その分療養給付費負担金

や、財政調整交付金が増えている。退職者医療制度の療養給付費交付金は、退職被保険者療養

給付費の減額に伴い大幅な減額となった。一般会計からの財政安定化支援事業繰入金について

は、普通交付税の基準財政需用額として算定される額と同額を繰入れている。なお、経済情勢

等を踏まえ、国民健康保険税率は据え置きとしているが、所得の減少により税収は大幅に減少

すると見込んでいる。このため、歳入不足を補うため財政調整基金から６，３０９万円の繰入

れを予定している。 

 

４ 国民健康保険特別会計（直診勘定） 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ９９，５１５ ９１，７３９ ７，７７６ ８．５

２）予算概要 

 国民健康保険総領診療所の運営に係る経費を計上している。総務費では職員４名分の人件費、

派遣医師負担金、診療所一般管理経費等を計上している。医業費では医薬材料費、医療用消耗

品等を計上している。今年度、医療機器の整備で、心電計、自動血球計数CRP測定装置等を予

定している。 

歳入においては、診療収入８，０７３万円、事業勘定繰入金１，６１８万円を見込んでいる。 

 事業勘定繰入金のうち、医療機器の整備費については、県の緊急医療支援市町交付金及び地域

活性化・生活対策臨時交付金の充当を予定している。 
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５ 老人保健特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ８６，６５９ ８３７，６６３ ▲７５１，００４ ▲８９．７

２）予算概要 

平成２１年度は、老人保健制度から後期高齢者医療制度に移行され２年目を迎えるが、旧制

度の老人保健医療給付事業は、過年度分の過誤調整等の対応のみとなり８９．７％の大幅な予

算減額となる。 

歳出では、医療給付費が大半で８，２８１万円を計上している。 

歳入では、支払基金交付金及び国・県負担金のほか、一般会計からの繰入れを８０６万円計

上している。 

   

６ 後期高齢者医療特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ５８８，５１１ ５９３，１３２ ▲４，６２１ ▲０．８

２）予算概要 

  平成２０年度が施行初年度となった「後期高齢者医療制度」は、運用開始当初より、低所得

の方へは、保険料の軽減を内容とする特別対策が講じられたところであるが、平成２１年度に

おいても引き続き保険料の軽減措置が講じられることになっている。 

歳出予算は、広域連合への派遣職員を含む２名分の職員人件費１，２６９万円を計上し、そ

のほか、一般事務経費を４３０万円、保険料徴収にかかる事務経費１７６万円等を計上してい

る。後期高齢者広域連合への事務負担金５億６，９２６万円は、徴収した保険料、保険基盤安

定繰出金、広域連合への事務費負担金がその内容となっている。 

歳入では、保険料として特別徴収保険料２億９，２１１万円、普通徴収保険料８，６４５万

円を見込んでいる。一般会計からの繰入金は、職員給与費等繰入金を７４６万円、事務費等繰

入金３，０１５万円、保険基盤安定繰入金を１億６，６６０万円、合計２億４２１万円を見込

んでいる。諸収入では、広域連合からの派遣職員の人件費負担金５２３万円を計上している。 

 

７ 介護保険特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ５，１８４，９７８ ４，６７８，２１８ ５０６，７６０ １０．８

２）予算概要 
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歳出のうち、保険給付費は、前年比４億９，５４８万円の増を見込んでいる。 

この主な要因は、居宅介護サービス給付費が、制度の定着とサービス利用者の増加、特に通

所介護事業所が２ヵ所新設されることに伴い１億９，０７０万円、施設介護サービス給付費が、

市内での新規整備はないものの、他市町の施設に入所される方の増加により６，７３７万円、

平成１８年度から創設された地域密着型介護サービス給付費が、制度の定着とサービス利用者

の増加、特に認知症対応型通所介護事業所が２ヵ所、地域密着型老人福祉施設定員２２人が１

カ所新設されることに伴い１億９，７９０万円、介護予防サービス給付費が、包括支援センタ

ーの職員体制の充実とサービス利用者の増加により２，２８１万円、それぞれ増加が見込まれ

るためである。併せて、平成２１年度から介護報酬がプラス改定される予定のため、その影響

分を加味している。 

また、地域支援事業費においては、包括的支援事業の職員人件費の増加等により、前年比１，

２２４万円の増を見込んでいる。 

歳入のうち、介護保険料は、平成２１年度から保険料を引上げる予定のため、前年比１億９，

６７１万円の増を見込んでいる。その他、保険給付費が前年度に比べ伸びたこと等に伴い、国

庫負担金は対前年比９，４９７万円の増、国庫補助金は４，４５５万円の増、支払基金交付金

は１億４２６万円の増、県負担金は６，６０６万円の増、県補助金は２１７万円の増をそれぞ

れ見込んでいる。なお、一般会計繰入金については、介護給付費繰入金が６，１９３万円の増、

事務費等に係るその他の繰入金が２２０万円の減、地域支援事業の繰入金が３４６万円の増を

見込んでいる。 

 

８ 介護保険サービス事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ４７，３５７ ４３，９１７ ３，４４０ ７．８

２）予算概要 

市内７箇所に設置した地域包括支援センターにおける「介護予防給付」のケアプラン作成（指

定介護予防支援）事業にかかる予算を計上している。 

歳入では、介護予防サービス計画費収入を４，３０７万円見込み、一般会計繰入金を４２８

万円計上している。 

 

９ 公共下水道事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 １，２１７，３２１ １，５６７，６８１ ▲３５０，３６０ ▲２２．３

２）予算概要 
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 庄原処理区における３基目のＯＤ槽、脱水設備等が完成したことにより予算総額が減となっ

ている。東城処理区では、引き続き川東・川西地区等において管渠築造工事（Ｌ＝925ｍ）の

実施を計画している。特定環境保全公共下水道事業については、庄原処理区で新庄町・板橋町・

本町等の地区で、引き続き管渠築造工事（Ｌ＝4,292ｍ）の実施を計画している。また、前年

度から着手している庄原市下水道事業効率化計画の、第２段階として下水道マスタープランに

基づく、一部し尿も含めた下水道施設の全体計画を策定する予定である。 

 歳入では、使用料を２億７，６８６万円見込み、一般会計繰入金は、４億３，６５５万円を

計上している。 

 

10 農業集落排水事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％）  

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ５１３，０５０ ５３７，５９２ ▲２４，５４２ ▲４．６

２）予算概要 

平成１８年度から着手している湯川地区において、汚水処理槽上部工の建設と管渠築造工事

（Ｌ＝1,700ｍ）等の実施を計画し、山内地区では、浄化槽対応分４基を設置予定である。 

歳入では、分担金について、山内地区・湯川地区分で３５３万円、使用料は、庄原地域・西

城地域、高野地域分を７，６０８万円見込んでいる。一般会計繰入金は、２億３，７５５万円

を計上している。 

 

11 浄化槽整備事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％）  

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ２１３，８１６ ２１４，２７６ ▲４６０ ▲０．２

２）予算概要 

公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における、水質保全と住みよい生活

環境の整備に向けて、庄原市が事業主体となり、市内全域で１２６基の市町村設置型浄化槽の

整備を予定している。引き続き平成２１年度も既設の個人管理浄化槽について、一定の条件の

もと、市への帰属管理を受ける予定である。 

また、平成２１年４月から生活廃水に関し、浄化槽関係事務の一部が広島県から庄原市へ移

譲となり事務処理を行う。 

 歳入では、分担金を５，２８０万円、使用料を２，７５４万円見込んでいる。一般会計繰入

金は、３，１１１万円を計上している。 
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12 簡易水道事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％）  

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ６１４，５０１ ６６２，４４０ ▲４７，９３９ ▲７．２

２）予算概要 

 歳出では、施設管理事業について、市内１０の簡易水道施設の維持管理経費等を計上し、安

全かつ安定的な飲料水の確保に努める。 

 施設整備事業は、前年度に引き続き東城三坂簡易水道と東城上水道の統合整備事業として１

億２，９１０万円、新規事業として口和簡易水道の給水区域を濁川町別作地区へ広げる区域拡

張事業に６，２５４万円を計上している。 

 歳入では、簡易水道使用料（現年度分）について、前年度料金改定したことにより前年度比

５．７％増の１億３，６８７万円を見込んでいる。 

 一般会計繰入金は、２億５００万円を見込んでいる。 

 また、公債費負担の軽減を図るため、補償金免除の繰上償還を計画しており、その償還元金

に充てる借換債を計上している。 

 

13 工業団地造成事業特別会計 

 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ６２，４５２ １２１，５４４ ▲５９，０９２ ▲４８．６

２）予算概要 

 平成２０年度では、分譲収入を１億９７３万円計上していたが、本年度の分譲については、

４，１０７.６７㎡（法面を含む。）の売却を見込んでおり、不動産売払収入５，４６３万円

を元金償還に充当する計画としている。 

 歳出では分譲地の測量業務委託料及び地方債元利償還金を計上している。 

一般会計繰入金は、７７７万円を見込んでいる。 

 

14 宅地造成事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円，％） 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率 

予算額 ６，１６９ １０，２３６ ▲４，０６７ ▲３９．７

２）予算概要 

全体で７区画分の分譲地を整備しており、これまで２区画を分譲済みである。本年度の分譲

については、残り５区画の分譲を見込んでおり、財産売払収入６１７万円を地方債元利金償還

等に充てる計画としている。 


